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本指針は 「食品安全関係府省緊急時対応基本要綱 （平成１６年４月１５日、 」

関係府省申合せ 以下 基本要綱 という に即し 食品安全委員会 以下 委。 「 」 。） 、 （ 「

員会」という ）による緊急事態等（基本要綱に定める緊急事態等をいう。以下。

同じ ）への対応に関する基本的な事項を定めるものである。。

１ 緊急時対応の基本方針

緊急事態等への対応に当たっては、国民の健康の保護が最も重要であるとい

う認識の下に、平時から、食品の摂取を通じて、国民の生命又は健康の保護に

直接関わる危害情報（以下「食品危害情報」という ）の広範囲な収集及び分。

析を行うとともに、科学的知見に基づく迅速かつ適切な対応を行うため、リス

ク管理機関等と緊密に連携しつつ、国民の生命又は健康への悪影響の未然防止

又は抑制に努めることとする。

また、収集した情報の評価、緊急事態等であるかどうかの判断その他の緊急

時対応は、特定の感受性集団（乳幼児、妊婦、高齢者等）への影響等を考慮し

つつ、常に最悪の事態も想定して行うこととする。

２ 情報連絡体制の整備

（１） 委員会内における情報連絡体制の整備

① 委員長は 緊急事態等が発生した場合において直ちに参集すべき職員 以、 （

下「第一次参集要員」という ）をあらかじめ指定する。。

② 情報・緊急時対応課は、緊急事態等が発生した場合において第一次参集

要員等が直ちに参集できるよう、平時から、委員会内における情報連絡体

制等を整備し、緊急事態等に備えた対応要領の検討及び訓練の実施に努め

ることとする。

（２） リスク管理機関との情報連絡体制の整備

① 情報・緊急時対応課は、緊急事態等への対応に関し、夜間休日を含むリ

スク管理機関に対する情報連絡窓口を設置する等、リスク管理機関との情

報連絡体制の整備を図ることとする。

② 情報・緊急時対応課は、食品危害情報等について、平時から、リスク管



理機関との情報の交換を緊密に行うこととする。なお、リスク管理機関の

情報連絡窓口は、次に掲げるとおりとする。

・ 厚生労働省医薬食品局食品安全部企画情報課

・ 農林水産省消費・安全局消費・安全政策課食品安全危機管理官

・ 環境省水・大気環境局土壌環境課

３ 連絡要領

（１） 情報・緊急時対応課は、緊急事態等を認知した場合には、速やかに事務

（ 、 。 。）局長 事務局長と連絡がとれない場合には 事務局次長とする 以下同じ

に第一報を連絡することとする。

また、事務局長は、情報・緊急時対応課からの連絡を受けた後、速やか

に委員長（委員長と連絡がとれない場合には、委員長代理とする。以下同

じ ）に報告を行うこととする。。

（２） 委員長は、事務局長からの報告を受け、食品安全担当大臣（内閣府設置

法（平成１１年法律第８９号）第４条第１項第１６号及び同条第３項第２

７号の２に掲げる事務を掌理する職で国務大臣をもって充てられるものを

いう。以下同じ ）に対する報告が必要であると判断した場合において、。

事務局長に対し、速やかに食品安全担当大臣に対する報告を指示すること

とする。

また、委員長は、委員会の開催その他必要な事項について、速やかに事

務局長に対し、指示することとする。

（３） 委員長は、委員会自らが認知した緊急事態及びその可能性のある事態に

ついて 「緊急事態に対する政府の初動対処体制について （平成１５年、 」

１１月２１日閣議決定）に基づき、内閣情報調査室（内閣情報集約センタ

ー）への報告が必要であると判断した場合には、事務局長にこれを指示す

る。

（４） 事務局長は、委員長から指示された事項について、自ら又は事務局各課

に指示した上で、速やかにこれを実施することとする。

また、事務局長は、情報・緊急時対応課による情報の継続的な収集及び

連絡、又は第一次参集要員等の職員の参集若しくは待機等についての必要

性を適切に判断し、速やかにこれを指示することとする。

４ 対応策の決定過程等

（１） 緊急事態等が発生した場合における委員会としての対応策については、

委員長は、委員及び事務局長等と協議の上、リスク管理機関と緊密な連携

を図りつつ、必要にに応じ委員会会合を開催し、速やかにこれを決定し、

国民の生命又は健康への悪影響の未然防止又は抑制に努めることとする。



なお、対応策の決定に当たっては、政府全体として整合性のとれた対応

策を講ずる必要があるため、委員会及びリスク管理機関の役割分担、それ

を前提とする協力内容の明確化等に努めることとする。

また、委員会会合においては、必要に応じ、リスク管理機関の担当者、

専門委員、専門家等の出席を求めることとする。

（２） 委員長は、緊急事態等の事案に応じて、関係する専門調査会に対し、そ

の開催を指示し、必要な情報の収集又はリスクコミュニケーションの方法

の決定等について専門的知見に基づき審議させることとする。

（３） 緊急事態等が発生した場合において、事務局長からの報告に基づき、食

品安全担当大臣が政府全体として総合的に対処する必要があると認める場

合には、委員会は、基本要綱に基づく対応を迅速かつ適切に行うこととす

る。

５ 情報収集等の在り方

（１） 情報・緊急時対応課による情報収集等

① 情報・緊急時対応課は、平時から、評価課と連携して、次に掲げる主要

な情報収集先から、直接に又は報道機関若しくはインターネット等を通じ

て、広範囲に必要な食品危害情報等を収集することとする。

・ リスク管理機関その他の関係省庁

・ 地方公共団体

・ 関係試験研究機関（厚生労働省国立医薬品食品衛生研究所、厚生労働

省国立感染症研究所 （独）国立健康・栄養研究所、農林水産省動物医、

薬品検査所 （独）農林水産消費安全技術センター （独）農業・食品、 、

産業技術総合研究機構 （独）農業環境技術研究所 （独）農業生物資、 、

源研究所 （独）国際農林水産業研究センター （独）水産総合研究セ、 、

ンター等）

・ 海外関係（関係国際機関、主要国の公的機関、在外公館等）

・ 関係団体（医療機関等）

、 、② 情報・緊急時対応課は 収集した食品危害情報等の分析及び整理を行い

定期的に、又は重要度の高いものについては直ちに、事務局長に報告する

こととする。

また、事務局各課に対しても、速やかに情報を提供し、事務局内におけ

る情報の共有化を図ることとする。

③ 情報・緊急時対応課は、平時から、食品リスク情報関係府省担当者会議

の定期的な開催、電子メールの活用等を通じ、リスク管理機関との緊密な

連携を図り、収集した食品危害情報等について、その共有化を行うことと

する。



（２） 勧告広報課による情報収集等

① 勧告広報課は、平時から、食の安全ダイヤル及び食品安全モニター等を

通じ、消費者等から食品危害情報等の収集に努めることとする。

② 勧告広報課は、収集した食品危害情報等を情報・緊急時対応課に提供す

る。

（３） 委員及び専門委員による情報収集等

委員及び専門委員は、独自に食品危害情報等についての収集を行い、収

集した情報について、必要に応じ、事務局に提供することとする。

（４） 職員等の現地派遣による情報収集等

委員会は、緊急事態等が発生した場合において、必要があると認める場

合には、現地に委員、専門委員又は職員を派遣し、情報を収集する。派遣

された委員、専門委員又は職員は、情報を収集するとともに、現地におけ

、 、 、 。る関係者等に対し 必要に応じ 適宜 科学的知見に基づく助言等を行う

（５） 調査による情報収集

委員会は、緊急時対応を適切に行うため、必要に応じ、独自に調査を行

うほか、関係試験研究機関に対し、直接に（独立行政法人の場合にあって

は関係各大臣を通じて）調査、分析又は検査の実施を要請し、情報の収集

を行うこととする。

６ 食品健康影響評価

（１） 委員会は、緊急事態等に際し収集・分析した情報に基づき、自らの判断

又はリスク管理機関からの要請により、科学的知見に基づき、客観的かつ

中立公正に食品健康影響評価を行うこととする。

（２） 委員会は （１）により行った食品健康影響評価の結果等について、適、

切に公表する。

７ 勧告及び意見

（ ） 、 、１ 委員会は 緊急事態等に際して行った食品健康影響評価の結果に基づき

食品の安全性の確保のため講ずべき施策について、必要に応じ、内閣総理

大臣を通じて関係各大臣に勧告するとともに、その内容を遅滞なく公表す

る。

（２） 委員会は、緊急事態等に際して行った食品健康影響評価の結果に基づき

講じられる施策の実施状況を監視し、必要に応じ、内閣総理大臣を通じて

関係各大臣に勧告するとともに、その内容を遅滞なく公表する。



（３） 委員会は、緊急事態等が発生した場合において、食品の安全性の確保の

ため講ずべき施策に関する重要事項を調査審議し、必要に応じ、関係行政

、 、 。機関の長に対して 意見を述べるとともに その内容を遅滞なく公表する

８ リスクコミュニケーション

委員会は、緊急事態等において、食品の安全性の確保に関し、関係者相互

（ 「 」 。）間における情報及び意見の交換 以下 リスクコミュニケーション という

の促進を図るために必要な措置を適切に講ずることとする。

なお、委員会は、リスク管理機関と緊密に連携し、リスクコミュニケーシ

ョンに関するリスク管理機関の事務の調整を行うこととする。

９ 情報提供

（１） 国民への情報提供

勧告広報課及びリスクコミュニケーション官は、緊急事態等に関連する

、 、 、 、国の内外の情報について 報道機関 政府広報 インターネット等を通じ

迅速かつ適切に広く国民に提供する。

なお、国民への情報の提供は、情報・緊急時対応課が、広報の内容、発

表時期及び方法等について、リスク管理機関と相互に緊密な連携を図った

上で行うこととする。

（２） 関係機関等への情報提供

情報・緊急時対応課は、食品危害情報等については、必要に応じ、５

（１）①に掲げる情報収集先等に対し、速やかに情報を提供することとす

る。

１０ 事後検証及び指針の改定

（１） 情報・緊急時対応課は、緊急事態等に際して、実施した対応等について

記録することとする。また、委員会は、緊急時対応専門調査会に対し、当

該記録を参考として、委員会の緊急時対応の問題点や改善点等について事

後検証を行うよう指示することとする。

（２） その結果、事後検証の結果又はその他の理由により必要と認められる場

合には、本指針を改定することとする。

１１ その他

（１） 基本要綱及び本指針に定めるもののほか、委員会による緊急事態等への

対応に関し必要な事項は、委員長が別に定めることとする。

（２） 「消費者の安全に関する緊急時対応基本要綱 （平成20年9月10日消費」

者安全情報総括官会議申合せ）及び「消費者の安全に関する緊急時対応実



施要綱 （平成20年9月10日消費者安全情報総括官会議幹事会申合せ）に」

基づく対応については、本指針に準じて実施する。

この場合において、

① 本指針中「リスク管理機関」とあるのは「消費者安全情報総括官が置

」 、「 」 「 」かれる関係府省 と 事務局長 とあるのは 消費者安全情報総括官

と読み替えるとともに、２中において「厚生労働省医薬食品局食品安全

部企画情報課」とあるのは「厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事

官室又は医薬食品局食品安全部企画情報課」と 「環境省水・大気環境、

局土壌環境課」とあるのは「内閣府国民生活局消費者安全課」及び「文

部科学省大臣官房総務課」と、５中において「食品リスク情報関係府省

担当者会議の定期的な開催、電子メールの活用等」とあるのは「電子メ

ールの活用等」と読み替えるものとする。

② 連絡要領については、本指針の３にかかわらず以下に定めるところに

よる。

ア 情報・緊急時対応課は、自ら重要事案にかかる情報を認知し、又は関

係府省から重要事案にかかる情報の通報を受けた場合には、速やかに消

（ 、費者安全情報総括官 消費者安全情報総括官と連絡がとれない場合には

事務局次長とする。以下同じ ）に第一報を連絡することとする。。

、 、イ 消費者安全情報総括官は 情報・緊急時対応課からの連絡を受けた後

（ 、 。速やかに委員長 委員長と連絡がとれない場合には 委員長代理とする

以下同じ ）及び食品安全担当大臣（内閣府設置法（平成１１年法律第。

８９号）第４条第１項第１６号及び同条第３項第２７号の２に掲げる事

。 。）務を掌理する職で国務大臣をもって充てられるものをいう 以下同じ

に報告を行うこととする。

ウ 委員長は、消費者安全情報総括官からの報告を受け、委員会が自ら認

知した重要事案が「消費者の安全に関する緊急時対応基本要綱」の２

（２）で定める緊急事態に該当すると判断する場合においては、消費者

安全情報総括官に対し、必要に応じ、内閣総理大臣及び官房長官に対す

る報告、臨時消費者安全情報総括官会議の開催の要請、その他必要な事

項について指示することとする。

エ 消費者安全情報総括官は、委員長から指示された事項について、自ら

又は事務局各課に指示した上で、速やかにこれを実施することとする。

また、消費者安全情報総括官は、情報・緊急時対応課による情報の継

続的な収集及び連絡、又は第一次参集要員等の職員の参集若しくは待機

等についての必要性を適切に判断し、速やかにこれを指示することとす

る。

オ なお、委員会が自ら重要事案に係る情報を認知した場合の連絡は以下

のとおり行う。

（ア）緊急事態としての対応が必要であると考えられる重要事案について

は 消費者の安全に関する緊急時対応実施要綱 で定める様式１ 以、「 」 （



下「様式１」という）を用いて電子メール又はFAXによる通報と併せ

て電話により口頭で、情報連絡窓口を通じて、国民生活局長にその旨

を伝え、必要に応じ臨時消費者安全情報総括官会議の開催を求めると

ともに、他の消費者安全情報総括官に通報する。

（イ）その他の重要事案については、様式１を用いて電子メール又はFAX

により通報するとともに電話により口頭で内閣府国民生活局に情報提

供する。



「食品安全委員会緊急時対応基本指針」における緊急時対応の流れ

＜リスク管理機関
情報連絡窓口＞

・厚労省医薬食品局食品安全部

企画情報課

・農水省消費・安全局消費・安全政策課
食品安全危機管理官

・環境省水・大気環境局
土壌環境課

通報

第一報の通報・情報交換

連絡

連絡

食品安全担当大臣
報告

指示

緊急事態等の発生

委 員 長
→ ・食品安全担当大臣、内閣情報調査室への報告

の必要性を判断
・事務局長に対し、食品安全担当大臣等への

報告又は委員会開催等を指示

指示

緊急事態等における情報連絡体制

＜情報連絡窓口＞
情 報 ・ 緊 急 時 対 応 課

事 務 局 長
→ ・委員長からの指示に基づき、食品安全担当大

臣、内閣情報調査室への報告を行う
・委員長からの指示事項等を各課に指示

委員会の対応

決定

食品健康影響評価
→科学的知見に基づく客観的かつ
中立公正な食品健康影響評価

情報提供
→ ・国民への情報提供

・関係機関等への情報提供
リスクコミュニケーション

情報の収集・分析・共有化
→ ・情報・緊急時対応課、勧告広報

課による情報収集等
・委員及び専門委員による情報
収集等

・職員等の現地派遣
・調査による情報収集

勧告及び意見
→ ・食品健康影響評価の結果に

基づく、関係各大臣への勧告等

・ 委員長は、委員及び事務局長等と協議の上、リスク管理機関
と緊密な連携を図りつつ、必要に応じ委員会会合を開催し、
速やかに委員会としての対応策を決定

・ 委員長は、関係する専門調査会に対し、開催を指示し、必要

な情報収集又はリスクコミュニケーションの方法の決定等に
ついて専門的な知見に基づき審議させる

・ 対応策の決定にあたっては、委員会及びリスク管理機関の役

割分担、それを前提とする協力内容の明確化等に努める

委員会の対応策の決定過程

（ 参考 ）

内閣情報調査室
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